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I 序 論―一農業用水合理化対策事業

(1)背 景

農業用水合理化の問題は,主 として急激な都市化が進行しつつある都市近郊の農業
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用水にとつて,避 けて通れない現実的要請 として,す なわち用水転用 として 現 わ れ

た。その背景には,都 市化に伴 う水需要増,地 下水汲上げ規制による流水への水源転

換,水 資源開発費 ・補償費の高騰等による新規水資源開発の困難化 といった事情があ

り,都 市における水需給の逼迫からの農業用水転用要求なのである。農業用水の都市

用水への転用は,水 資源 とい うひ とつの稀少資源の再配分過程 としてとらえられるこ

とができるのである。

当然のことながら,転 用が経済的に必然 となる条件 とは,双 方が転用にメリットを

もつことである。農業側について考えてみると,都 市化の始まった地域では,ス プロ

ールが激 しく進行 し,用 水路の末端での維持管理の不行き届きや水路その も の の 荒

廃,農 地転用に起因する受益地区の脱落による水利費徴収範囲の減少, さらに,都 市

下水等による水質の悪化 も加えて,農 業水利秩序は次第に崩壊 しつつある。そこで,

農業側は農業用水の需要減少分を余剰水 として都市側に
“
売る

"こ
とができれば,そ

れによって農業用水施設の維持管理の確保,土 地改良区の経営改善,組 織の再編維持

などを行なうことができるのである。さらに,現 状維持だけでなく, もっと積極的に

都市近郊農業の近代化の基盤を確保することも可能 となるであろう。

一方,都 市側でも,ス プロール現象にあるにせよ,都 市規模の拡大はすさまじく都

市用水の需要を急増させてお り, これに対する供給の方は前述 した理由等により,対

応できなくなっているのが実状であるので,大 量の水を新規水資源開発コス トに比 し

て安 く, しかも工期的にも短かく早急に得ることができるとすれば願 ってもないこと

なのである。

(21 農業用水合理化の意義

農業用水についての合理化 とい う言葉は,多 様な意味 ・内容をこめて使われている

が,大 きく二つの見方に分けられると思われる。

一つの見方は,農 業生産力を視点において農業用水をみているものであ り,新 しい

農業生産に照応する用排水施設の改造を図ると共に,用 排水の管理についても新 しい

秩序を創造 しようとい うことである。これは,ど こまでも農業側からの 方 向 で あっ

て,仮 にそれが農業用水 として節水の条件につながるとしても,そ れは,農 業用水の

安定,農 地の拡張 といった形での考えであって,合 理化の結果節水された水量を他種

用水に転用 しようとするものではない。

他の見方は,水 需要の社会的増大を背景に,水 資源が経済財 としての性格を強めて

いることを基礎 として,水 資源の合理的配分 とい うものを考えている見方である。こ

れは,最 大の水需要者である農業用水 も, これまでと同じような形での水需要形成を

そのまま続けることをやめ,効 率的で経済的な利用,節 水を農業用水の側でも課題 と

するように求めたものである。
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(倒 現 行の農業用水合理化対策事業

農業用水余剰水は,現 在の水利用状況下では,な かなか顕在化せず潜在的な形で存

在 し,都 市用水に転用できる形態にはならないのが常である。宅地化に伴って流量の

上では余剰になったとしても,水 を分配するための位置エネルギーについては,ほ ぼ

従来 どお りのものが必要であり, もし機械的に流量を減ずれば位置エネルギーを失 う

ことにな り,水 の分配そのものが全面的に困難になるというシステムであるからであ

る。また,都 市排水の農業用水への混入により,水 質上希釈水が必要 となっている場

合 もある。 したがって,潜 在約余剰水を都市用水に転用できるまでに顕在化させるた

めには,農 業水利施設の整備が不可欠であり,そ のよケな農業投資を行なうことが用

水転用の前提 となる。

以上のことを踏まえ,現 行の事業は,昭 和47年 7月 13日 「農業用水合理化対策事業

実施要綱」
1)により発足 したものである。その目的は,「近年の著 しい経済の発展およ

び都市化の進展に対処 し,都 市近郊の農業地帯において農業水利施設等の整備を行な

うことにより,地 域農業の近代化を図るとともに,こ の結果生み出される余乗」水の確

保をし)都 市用水等に転用すること」としている。すなわち,農 業用水の都市への転

用 とい う協力体制が強 く打ち出されているのであるが,あ くまで)土 地改良法の制約

下にある補助事業であり,市 街化区域内の受益地にかかわる工事は補助の対象 となっ

ていない。また,農 業振興地域分についても,農 業および新規利用者の妥当投資額割

等によって費用振分けを行なった農業持分のみ補助 の 対 象 となっている。このこと

は,農 業水利施設整備を行なうのは都市近郊の
“
農業地帯

ル
であ り,市 街化区域の農

業用水は都市に譲 り,そ の代わ り農業地帯の整備を行なお うとすることを意味 し)都

市計画にみ られる都市 と農業 との分離の発想が明確に投影されているのである。

に)水 資源対策上の位置付け

農業用水合理化対策事業は,昭 和53年 8月 の国土庁 「長期水需給計画」の中では,

総合的な水需給対策の展開の一環 (節水型社会の形成――農業用水使用の合理化)と

して位置付けされているが,よ り明確には,国 土庁によって策定され,昭 和54年 3月

6日 ,閣 議決定された 「利根川水系および荒川水系における水資源開発 基 本 計 画」

(通称,利 根川水系フルプラン)に おいて示 されている。この水系に各種用水を依 存

する見込みの都県は,茨 城,栃 木)群 馬,埼 玉)千 葉,東 京および神奈川であ り,そ

の昭和60年度にいたる間の水の用途別の新規需要見とおしおよび供給の目標は,お お

むね次のとお りである。

水道用水 約 95m3/scc   農 業用水 約 50m3/scc

工業用水 約 50m3/scc   供 給 目標 約 195m3/scc

上記の供給の目標を達成するため必要な施設のうち,利 根川水系新規利水量 約 151
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考事 業 費
(百万円)

〈
口区地 旦皇水

ｅｃ＞

ヒ

た
期
ｒｍ３

着工年度

43

利 水 者 備

埼 玉 県

″

津 山 市

埼 玉 県

泉佐野市

福 井 市

いわき市

48

49

″

51

54

(注)葛 西用水のみ県単事業,他 は補助事業。

m3/scc,荒川水系新規利水量約14m3/scc,合計約165m3/sccの確保を目途 として施設

の建設を行なうことになっているが,残 り約30m3/sccに ついては,「都市化の著 しい

地域における農業用水の合理化および・…… (中略)… …,必 要な措置を講ずるものと

する」 となってお り,農 業用水合理化対策事業の水資源対策上の位置付けがされてい

る。また,重 要事項 としても 「近年の著 しい経済社会の進展に伴 う土地利用および産

業梼造の変革に対応 し,既 存水利の有効適切な利用を図るほか)都 市化の著 しい地域

において農業水利施設等の整備を行ない農業の振興に資するとともに,水 利用の合理

化を促進するための措置を講ずるものとする」 とされている。なお,施 設の建設プロ

ジェク トの中にも,す でに現在施工中の合理化対策事業が含まれている。

(5)動  向

昭和46年 9月 ,「農業用水合理化対策調査実施要綱」
2)により,事 業化に向けての調

査がかな り行なわれてきているが (昭和53年度までの調査地区数, 29地 区),事 業化

されたのは事業実施要綱が出されて以来 7年 が経過 したのにかかわらず 6地 区にすぎ

ず,な かなか思 うように進んでいないとい うのが実状である。

昭和54年までの事業実施状況は,第 I-1表 のとお りである。

しかし,都 市計画法に基づ く線引きにより,大 量の農地が市街化区域内にとりこま

れてお り)市 街化区城は,お おむね10年以内に市街化を促進するところと唱われてい

るところのものであるから,市 街化区域内の農地は,い わば農業用水合理化対策事業

の主たる対象地区と考えられないこともないであろう。 もし,こ の市街化区域内の農

業用水をすべて都市用水に転用すると仮定するならば (水収支上の問題を無視する),

以下のような合理化可能水量を得る。

埼 玉 ・葛

埼 玉 ・権

岡 出 ・津

埼 玉 ・幸

大 阪 ・泉

福 井 ・芝

福  島 ・

西 用

現

山 東

手

佐

原 用

四

水

堂

部

領

野

水

2.666

1.487

0.261

1.384

0.108

0 . 8 1 9

0.641

2,010

3,118

1,124

3,887

358

1,925

692

上 水

〃

〃

時

〃

″

〃

″
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(市街化区域内の水田)(水 稲栽培期間中に水田で心要とされる水量)

16万 ha     × 200 cm =32億 m3

この32億 m3/yearという量は,明 示的に示すと,昭 和60年における関東地域の生活

用水の需要量に匹敵するだけの量, ということになり,今 後の農業用水合理化対策事

業の推進の大きな可能性を示すものである。

(6)問 題点の抽出

農業用水の合理化を考える上で考慮すべきことは,主 として,次 のようなことであ

る。

(ω 社 会的公正上

わが国の水道供給事業の原則,す なわち,水 は,清 浄 ・豊富 ・低廉であるべきであ

る, という考え方は,現 在の水資源状況においては不適当であり,都 市における水消

費のあり方を,ま ず再考すべきである。

lb)農 業構造問題

わが国の農業水利をめぐる前近代的構造は,近 代的自営業の自立過程で形成された

分散錯園制を前提とし,村 落の集団的機能の媒介によつて,は じめてlEl の々農業生産

が安定的に継続し得るという,小 農の生産力水準が基礎となっている。したがつて,

合理化問題を考える際には,変 貌 しつつある農業構造のあり方そのものの検討が必要

である。

し)地 域用水としての機能の事前評価

農業用水は,狭 い意味での農業にのみ利用されてきたのではなく,い わば地域の水

として利用されてきたものが多い。農業用水のもつ,生 活用水機能,貯 水機能,地 下

水酒養機能,自然浄化機能等についても配慮し,これらを事前に評価する必要がある。

は)排 水義務量

合理化地域のもつ水利権の中には,そ の下流地域で利用されるべき水量も含まれて

いる可能性がある。合理化される水量が, もし下流地域で利用される水量に, しわよ

せされて生み出されたとすれば,そ れは将来非常に大きな問題 となる。水収支上の還

元量のチェックが必要である。

し)不 特定利水

農業用水の水利権流量は,農 業用水自体の投資によるものと公共投資の結果による

ものである。したがって,合 理化の際の清算処理は,権 利的取水が不特定利水にどれ

ほどおぶさっているかを考えるべきである。

(f)費 用額および費用負担の確定

合理化事業の規模ないし整備水準から決まる費用額 とその負担額は,関 係主体間の

折衝 ・協議 ・妥協等を経て調整が図られているものであろうが,行 政の効率上,そ れ
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らの確定についての理論的根拠を明確にすべきである。

lgl 都市計画 との関係

都市計画における線引きと余剰水形成には密接な関係がある。真に,都 市側は開発

すべき水が必要ならば,水 収支の内容をも考慮 した,用 水を一つの基準 としての都市

計画を作成すべきである。また,市 街化区域内農地に対する農業投資は,必 然的に無

駄な投資になる可能性があるが,過 渡的移行措置を含めた都市計画 との調整が不可欠

である。

側 農 業内部における用水需要増

農業内部においても,必 要水量が増加することを考慮 しておくべきである。その増

加要因は種々考えられるが,都 市側への水転用が,将 来の農業生産拡大の制約条件に

なる可能性があるのである。

(i)そ の他

都市側の財政負担能力,冬 期水手当,水 質問題に対する検討が必要である。

ところで,本 事業の推進上,も っとも基本的な問題は,“V かヽにすれば,既 得 水 利

権者に対する事業参加への動機付ができ,協 力してもらえるか。 どうすれば,余 剰水

形成が可能なのか
"。

と,い うことである。 既 得水利権者にとっては, 余乗1水を生む

ために,自 己負担までして農業水利施設の整備をする必要性)緊 急性は乏 しいのであ

り,農 業水利施設の整備)農 業水利秩序の再編は,当 該地域の農業生産 ・農業経営の

あるべき方向と密接に関連 しているからである。

本論文の目的は,こ のもっとも基本的な問題に対する検討を通 じて,主 として,問

題″点(f)の解明への手掛 りを示すことにある。なお,そ の他の問題点についても,結 論

に至るまでの過程の中でふれることとする。

(注)

1)47農 地 D第 402号,事 務次官通達。

2)46農 地 C第 413号,事 務次官通達。

工 余 乗l水形成方法論

1・ 余剰水の形成メカニズム

本節においては,水 谷正一氏の論文
1)を

余剰水の形成メカニズム解明の方法論とし

て引用する。

(1)農業用水の需給関係一一取水量関数の設定
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通常)農 業用水の用水地区全体の全取水期間の需給関係は,次 式で表現できる。

Q*十 Er*=N*十 O*十 C

Q * = Q 。 十 Q ,  E r * = E r O 十 E r ,  N * 一 N 。 十 N ,  0 ネ = 0 0 + 0 ,  C = C O A

Q:地 区全体の農業用水取水量,Eri地 区全体の有効雨量合計,N:地 区全体

の純用水量,0:地 区全体の管理用水量,C;代 掻用水量,CO:単 位代掻用水

量,Ai用 水地区面積

(Q,Er,N,0の *印は全取水期間,。F日は植付期,無 印は養生期の各量)

こ こで ,

Q O = C , E r O = 0 , N O = 0 , O 。= 0     ・       ( 2 2 )

と仮定するとめ,(2-1)式は,以 下のように書き直すことができ,用 水全体の養生期の

需給関係を得る。

QttEr=N+O (2-3)

そこで,純 用水量および管理用水量を規定する要素を抽出し,取 水量関数を設定す

ることとする。純用水量は,水 田の一筆減水深と水田面積および地区全体での反復利

用度の高低によって決定される。関数で表わせば,

N=名 (①H,① A,oR)

簡単化 して,

(2-4)

N = H・ A・ (1-R)

= h・ In・A・ (1-R)                        ( 2 - 5 )

H:一 筆減水深 の全期間合計
(畠

ht),h:一 筆減水深 ,Ini取 水 日数 ,R:地 区

全体の還元率

管理用水量は,送 水損失水量と配水管理用水量から構成される。そこで,送 水損失

水量は,水 利施設の機能によって,配 水管理用水量は,水 管理労働量と水源水量の多

寡によって規定されるものと仮定する。

O 一 島 ( O P , O L a , ①
W s )                    ( み 6 )

P:水 利施設の機能 (近代的施設量),La:総 水管理労働量,Wsi総 水源水量

そこで,(2-3)式 を,養 生期の単位面積 。日当 りの需給関係に書き改めると,

q ttCr一島(h,R)十f。(p,la,Ws)                      (2-7)

q=QIA・ In, Cr=ErlA・ In, p=PIA, la=LalA・ In, Ws=や VslA・ In

となる。

t2)純 用水量の算定一一CB法 の導入

純用水量は,前 述の要素によつて規定されるが,都 市化に伴って明らかに変化する

要素は水田面積である。その逆にほとんど変化しない要素は減水深であるめ
。 反 復利

(2-1)
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第正-1図  ブ ロック単位の水収支
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用度は,地 域の条件が決めるものであり, どちらともいえない。以下では,減 水深を

一定 とみなし,水 田面積 と反復利用度が変化する場合につ い て CB法 (CAdCal b10ck

法)を 導入 して考祭する。

CB法 は,水 利調整研究会 と岡本雅美氏によって開発されたもので,用 水の反復 ・

再利用に基づいて,対 象地区の水田を RB,CB)NBと ぃ ぅ三種類のブロック に分類

し,各 ブロック面積から用水の必要水量を求めるとい うものである。
。

さて)CB法 を利用すると,純 用水量 と還元量が連続的な水収支式 として表現でき

る。いま,そ の内部で反復利用が一切行なわれていないブロックを単位にして考祭す

ると,第 H-1図 のような, また地区全体を考祭すると,第 正-2図 のような水収支モ

デルが想定され,

h ttgl=Cvttrd ttg′十g2+lg

D l + G l― E v t t D 2 + G′十G 2 + L g

なる水収支関係が成立する。ここで,地 下水位の高い沖積平担部の水田地帯を対象に

すれば,

gl ~ g 2 = g′ =0 , G l― G2 = G′ =0

(2-8)

(2-9)

牟
D l

(2-10)
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第エー1 表 用 水 諸 量 の 変 化

R B G B N B

地表水流入量 (必要水量)

地 下 浸 透 量

蒸  発  散

地表水流出量 (遠 元 量)

△Al。 (cv+lg)

△Al・ 1宮

△Al・ cv

0

△A2・ h   l

△A2・ lg   i

△A2・ CV   i

△A2・ (h~lg一 ev)

0

△A3・ 1宮

△A3・ cv

―△A3・(lg ttCv)

Dl

L

E

D2

とな り,地下水流入量 と地下水流出量がバラ

( 2 - 9 ) 式は,

h = c v  t t r d + l g

D ]一 Ev t t D 2 + L g

ンスしているとみなされるから,(2-8),

(2-11)

(2-12)

となる。CB法 は,こ の (2-11)式 と (2-12)書式を結合するときに利用される。

ブロック判定の結果,RBの 水田面積が Al,CBの 水田面積が A2,NBの 水田面積が

A3,地区全体の水田面積が A。(=Al+A2+A3)と 計算 されたとすると,

呂;亘 貸i[十子と1子食号tttiF耳 挙を手と よ2孔卜 士
・
作v十り |   口

~1の

なる関係が導出される。ここで,地 表水流入量 Dlは 純用水量 と,地 表水 流 出 量 D2

は地区外への還元量 と読み替えることができる。

さて,都 市化によって水田の潰廃が進行 した事態を想定 してみる。反復利用の形態

に著 しい変化が起 こると,は じめに判定されたブロックの種類が変わることもあ りう

るし,ま た反復利用が従前のまま継続されるとしても,ブ ロック内の水田面積減少の

程度により,同 様のことが起 こりうる。水日潰廃後,改 めて行なわれたブロック判定

の結果,RB,CB,NB,各 々の水田面積は △Al,△A2,△ A3,地 区全体の水田面 積 は

△AO ( =△ Al +Δ A2 +△ A3 )だ け変 化 した とす れ ば ,D l , E v , L g ) D 2の 容 量 は, 第 正―

1表 に示す変化量 となる。第■-1表 は,次 の事を意味する。

(的 純 用水量にはもっぱらRB,CBの 面積変化が寄与するが,NBは 全 く無関係で

ある。

(0 還 元量は CB,NBに 依存 し,特 に NBの 減少は還元量を増加させる。

し)地 区全体が CBで ある場合を除けば,水 日の減少量に対 し純用水量,還 元量 と

も一律に計算することはできない。換言すれば,将 来の水日面積減少量が予測で

きるとしても,そ の空間的配置や反復利用の変化が特定されない限 り,純 用水量

と還元量は不定である。

(3)CB法 の小貝川下流地域への適用

小貝川下流地域を,本 論文におけるケース ・スタディ地域 として採用 し5), 以
下の
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第正-2表  小 貝川下流地区における農地転用の動 き

(単位 :m2)

転用面積
転
積 転用面積 | 1転

用面積累計

01
|

7,2421

51,17d
|

筑9,98引
356,840

406,469

427,909

479,055

501,233

528,5241

551,02d
|

(出所)岡 堰土地改良区賦課面積台帳より作成。

各章において検討を加えるための基礎量 となる純用水量を,CB法 によって算定する

ことにする。      ゴ

(→ 小 只川下流地域 (岡堰用水地区)の 概要

岡堰用水は,第 ■-3図 に示すように,茨 城県南部に位置し,利 根川と小只川 下 流

部により囲まれた約2,000 haの農地を受益 とした農業用水である。近年,こ の用水内

にある取手市,藤 代町の都市化の拡大により,第 H-2表 のごとく,農 地は年々減 少

してきている。こうした状況の下,農 業用施設の近代化を含めた農業用水の合理的利

用および再編が指向され,合 理化事業化に向けての調査が,昭 和53年度から昭和55年

度までの予定で関東農政局により行なわれている。

lb)CB法 の適用手順

昭和54年8月 ,岡 堰用水土地改良区および土浦土地改良事務所の御協力を受け,約

面
計

用
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第正-3図  小 只川下流地域 (岡堰用水地区)位置図

ン
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第正-3表  昭 和54年8月 現在 ・現況,用 水別ブロック種別面積

用 水  名

R B ブ

ロツク

計

裏 郷 用 水

五 ヶ 村 用 水

表 郷  用  水

根  用   水

千拓 ・反復利用

0

0

0

0

0

245。1

89.9

180.5

0

0

241.4

120.6

1 1 4 , 8

195,0

0

671.8

205.7

0

86。9

20.9

0

240.6

0

182.8

0

1 7 1 . 5

932.8

2 1 0 . 5

565.0

2 1 5 . 9

1 7 1 . 5

/ _■
日 計 比 5 1 313.5 m 9 1乳 防 7

lヵ月間の現地調査および聞き取 り調査を行ない,算 定に必要なデータを収集 した。

CB法 の適用手順は,以 下のとお りである。

① 用 排水および反復利用施設の把握

② 用 排水系統図の作成

③ 都 市計画設定状況の把握

④ 地 域内農地転用動向調査

③ 計 算諸元の確定

⑥ ブ ロック区分の確定

④ ブ ロック面積の求積

⑥ ブ ロック判定および作図

に)ブ ロック区分およびブロック判定結果

ブロック区分 とブロック判定の結果を第エー4図 に示す。また, 用 水系統別に RB,

CB,NBの 面積を整理 したのが,第 正-3表 である。

は)普 通期 (養生期)最 本純用水量

計算諸元から,CBに ついては,減 水深40 mm/day,30 mm/day,25 mm/dayが 全

体水量への寄与となるから,本 地域の昭和54年 8月 現在,現 況における普通期最大純

用水量Nは ,

40mmldayブ ロック 515.5× 104m2×40×10-3mlday=206)200m31day

30mmldayブ ロック 671.8× 104m2×30×10 3mlday=201,540m31day

25mmldayブ ロック 315.5× 104m2×25×10-3mrday= 78,375m31day

となり,合 計 48万6.115m3/day,す なわち 5,626m31seCである。

C)結 果の検討

昭和53年における本地区の半旬別取水実績は,第 エー4表 に示すとおりで あ る。以

(単位 :ha)

C B ブ ロック N B ブ

ロツク40mmlda引 30mmlda引 25mmlda



28

第正-4表  昭 和53年岡堰用水地区半旬別取水量

半旬別
1表

郷用水 裏郷用水 | 1半 旬別 1表郷用水 裏郷用水 |

4月4半

5

6

5月1半

2

3

4

5

6

6月1半

2

3

4

月

　

　

月

甜

叶
鰍
到
鍋
銚
剣
洲
，３８‐‐

８８８‐
刻
棚
鋼
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９４０‐
刻
淵
醐
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判

４６
，
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」
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２
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地
句
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恥
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卜
|
1 1 ,

竹
L
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376)
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000,
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081.
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畔
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３

４

５

６

畔
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３

４

５

旬

旬

３

　

３

２

　

９

〔

１‐

８９

・
９３

８０

７２

７４

３８

４７

０９

４６

９

４

８

３

２

５

７

７

７

１

７４

３８

４７

０９

４６

３

　

３

　

５

　

１

２

　

９
一
　

９

　

１

６

２

５

９

4

487

1,014,46引

364,0681

1,000,9441

1,513,6921

783,0721

1,417)1401

608,9041

1,964,0161

886、8961

1,137,8881

464,7781

1,005,552

1,922,760

1)637,946

587,555

1,596)278

2,425,099

1,272,620

2,311,008

989,226

3,236,708

1,461,099

1,876,090

1 , 2 1 2 , 4 3 3

1,714)765

3,069,181

3

|

1 1
旬

|
|
|
|

‖

月

407

54

868

322

692

203

202

655

213

421

〈出所)昭 和53年度農業用水合理化対策調査,小 貝川下流地区調査報告書より作成。

(注)5月 3半旬, 5半旬は植付期の取水量, 7月 6半 句は, 日取水量に換算すると, 6月 4半句より小

さV 。ヽ

下,こ の取水実績 との比較を行なう。

第エー4表 より,昭 和53年における普通期最大取水量 (粗用水量)Qは , 6月 第 4

半旬の309万4,738m3/半旬,す なわち,7,164m3/sccで ある。そこで,CB法 により

求めた純用水量Nと この粗用水量Qか ら,管 理用水率 ROを 求めてみると,

R。=(Q一 N)IQ=0・ 215

となる。この管理用水率 RO=21.5%と ぃ う値は,他 の地区における既計算結果 と比

較 して,開 水路の場合の一般的な値であると判断できるので6),cB法 で 得 られた純

用水量Nは ,適 正な値であると判断できる。

また,地 区全体での還元率 Rを ,用 排完全分離時の純用水量 N′を算定 して求めて

みると,以 下のとお りである7)。

N′=686,400m31day=7,944m31scc

R=1-NIN/=0.292

(f)将 来の純用水量 と還元量の動向

さらに,本 地域における将来の純用水量 と還元量の動向をみるために,次 のような

各ケースを想定 して試算を行なってみることにする。

① 与 件 1+~水 田の空間的配置

(単位 :m3/半 旬)



(単位 :ha)
第正-5表  ブ ロック面積の変化

孫陛続型

S.50.10.日 寺,点

S,54,8.現 況

市街化内全面潰廃

長束:農業用水合理化対策事業の評価に関する研究(I)29

G B

N B 計
25mmlda

|

3 1 6 . 2 1

40mmlda引30mmlda

・

６

・

７

・

２

一

，

６

・

７

・

２

５

５

７

一

５

５

７

押

，０９

，９〇
一抑

，０９
抑

………！…‐…
　十０‐２‐陀‐０‐‐‐

313.

313.

６

　

８

　

７

６

　

１

　

８

８

　

７

　

２

６

　

６

　

６

９

　

５

０

７

　

５

　

５

１

　

１

　

８

５

　

５

　

４

０

　

０

　

０

０

　

０

　

０

439.3‐

436.61

368.81

７
′
　

Ｑ
）

ハも

８

　

３

　

０

７

　

６

　

２

８

　

８

　

８

６

　

２

　

６

７

　

５

　

７

９

　

９

　

１

字
′
　
　
，
／
　
　
，
′

S.50。 10.日寺″点

S.54.8.現 況

市街化内全面潰廃

早サリlにうこ全分離 を行 なう

場合の札用水長:の動 き
 //

完 全

分離型

(出所)各 ケースブロック図より算出。

第エー5図 純 用水量の動向
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鞘
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Ｔ

粗用水量の動向

完全分離型の米「上用水量

継統!〔1の純用水景
/

2,100               2,000

0昭和50年10月時点での状態

○昭和54年8月時点での状態

〇市街化区域内水日の全面積潰廃状態

② 与 件 2-一 反復利用の変化

○継続型十~現 在の反復利用システムがそのまま継続される状態

O完全分離型十~ブ ロック間での反復利用が全 く行なわれず,用 排が完全分離

その算出結果を第エー5表 に示す。

第正-5図 は,各 ケースの計算結果から,純 用水量Nの 動きをみようとしたもの で

ある。純用水量の変化がどのような軌跡をとるかは,水 田潰廃のスピー ドや,用 排水

分離完全実施の時期,そ の事業の進捗度合等により異なるであろうが,い ずれにして

も QIと QIで 下限,上 限を画された範囲の任意の点を移動 していくものである。

ここで,概 略の傾向としては,図 中に破線で示したように QⅡ に漸近してい く形で

1,900       ha
,完ィrガく||キFtti千表

継続打!の米H用水量(+21.5%)
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第正-7図  還 元水量の動向

m3/seC          完 全分離型

理起

一九
　
フーく
十
日Ｅ

//        ネ1送ホ売1」

残存/1く「R面 積

推移するものとすると,水 田面積が減少していくにもかかわらず,そ の量に照応した

純用水量の減少は望めず,か えつて用排水の分離が進行し,反 復利用度が低下してい

く継続型から完全分離型への移行の局面では,当 初の純用水量よりも増加するという

状態が発生する。そうした後)ピ ークを越えてはじめて,完 全分離となることと相ま

って,残 存水田面積の減少とともに減量していくようになるのである。国場整備事業

後の純用水量が増加するのは,排 水改良による単位減水深の増と,こ の用排分離に起

因するものである。

また)第 エー6図 は粗用水量Qの 動きをみようとしたものである。ただし,こ こで

は管理用水量0は ,用 排水路の完全分離が行なわれるまでは,水 を分配する位置エネ

ルギーを確保するために,現 在と同量必要であるという仮定を採用 して V るヽ。図に

は,継 続型の場合の粗用水量として,21,5%の 管理用水量の場合と,そ れより5%多

い場合を示したがめ
, 粗用水量の動きとしては,破 線のようになると思われる。ここ
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第正-8図
 余 lll水の形成 と転用可能量

ガく本町1経済こど塾L ine
ヽ
          と

レ
的隅

下流地区への追元水景

下 流地区へのr l l l給水量

r
排水義務量Line

Al          A2            0 残 存水田而汗☆

(注)Al時 点から転用可能。A2時 点から補給必要。

で,転 用可能量は,水 利権流量 Wrと この粗用水量Qと の差 とい うことになるが,合

理化事業の水利施設の整備による転用量の生み出しとい うのは,△Qに 当る量 と考え

てよいと思われる。

一方,地 区外への還元水量 も,第 エー7図 のように,用 水量 とほぼ同じような 変 化

パターンを示す。反復利用の低下に伴って,還 元水量の増す局面は,上 下流の水利秩

序を維持するとい う立場からは,安 全側への動きであり,問 題はないが,こ れが減少

に転 じた局面以後になると,排 水義務量 とのかかわ りあいが生 じ,転 用可能量に関す

る問題が出て くる。この点について,明 示的に見たのが第正-8図 である。この図は,

今まで破線で示 してきた変化パターンの後半部を一般的な形で取 り出した も の で あ

る。このような図を実状に合わせて作成すれば,転 用可能水量,排 水義務量を満足さ

せるための下流地区への補給水量が,残 存水田面積の各段階に応 じて把握することが

可能であり,ま た,合 理化問題をかかえる地区は,当 然,把 握すべきである。

“)都 市計画 との関係

前掲の純用水量,還 元水量に関する水谷氏の 3っ の指摘 (22頁(引～仲)参照)は ,都

市計画 との関係において,非 常に示唆に富んでいる。

都市用水等は,原 則 として,全 て新たなる水資源を開発 した上でないと河川水に害J

り込んでの利用はできない, とい うことは,水 利権上明確である。 しかし,用 水を 1
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第エー6表  線 引き位置の違いによる各ケースのブロック面積 と転用可能純用水量

可r台ヒ
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(出所)各 ケースブロック図より算出。

(注)各 ケース,潰 廃面積は 188.5 ha(昭和54年8月現況農地面積の9.0%)。

つの基準 としての都市計画は,行 なわれ難いのも通常であり,都 市化が膨張 して,一

定の域に達 してはじめて水問題,水 条件が提起 されるのが現実である。その確保のた

めの鉾先が,都 市化により潰廃 した周辺農地に対する農業用水の合理化に向けられる

のも, 自然の成 り行きともいえよう。

ここで,注 意 しなければならないことは,農 地が都市化により潰廃 し,面 積減 とな

っても,こ れ と対応 した量だけ,余 剰水が形成されるのではなく,反 復利用の状況,

管理用水量に対する都市化の影響等を充分考慮 した上でないと,節 水できないとい う

ことである。ここに,地 域全体の土地利用計画が,都 市への水転用可能量に多大な影

響をもつのである。

今)ケ ース ・スタデイ地域である小只川下流地域での場合を検討 してみると,同 一

面積の農地の潰廃
0)で

あっても,転 用可能量には大きな差がその位置によって存在す

ることが,第 エー6表 から明 らかである。なお,水 量算出は, 前 述の CB法 による。

その一例 として,第 正-9図 を示す。また,こ こで,「現況」 とい うのは,昭 和54年 8

月,都 市計画の線引きの変更により,市 街化区域に干拓地付近の農地が住宅団地 とし

て取 り込まれた現実のケー
るの結果であ り,「藤代」 とい うのは,こ れ と同面積 の 市

街化調整区域内の農地が,藤 代市街地近郊で新たに市街化区域内に取 り込まれた場合

の想定ケース,同 様に,「取手」,「中間」 とい うのは,お のおの取手市街地 近 郊,藤

代 と取手の中間付近で同面積の市街化調整区城内農地の転用が行なわれた場合の想定

ケースの結果である。

本地区における水資源開発計画による開発 コス トは,13.09円 /m3で ぁる か ら
1め

,

casc Aと casc Dの場合の差は,実 に約 1億 7,500万円/yCarに も達する。すなわち,

水資源開発問題のみに限ってい うならば,都 市計画の線引きの差によって,本 地区は

潜在的に 1年 間に2億 円近 くの損失をしていることになる。

(単位 :ha,m3,scc)
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(5)取 水量関数の重回帰モデル化

本節,(1)項において求めた (2-7)式

q ttCr=名(h,R)十島(p,la,Ws)

において,取 水量 qお よび有効雨量 Crは,外 生変数であ り,島 (h,R),島(p,la,Ws)

は,以 下のような外生変数の関数で表現できる。

名(h,R)=h。 (1-R)

=(Cv ttrd+1。)・(1-R)                  (2-14)

h:一 筆減水深,R:地 区全体の還元率,Cv:日蒸発散量,rdi日還元水量,

18:日地下浸透量

ここで,lgに ついては,養 生期間中,冠 水農法をとる水国では一定 とみなし得 り,

rdお よび (1-R)は ,面 的工事が大幅になされ,一 定期間 (3～ 4年 )経過 した後で

ない限 り,ほ ぼ一定 とみなし得 るので11),純用水量関数 転 は,Cvの みの関数 とみ な

せる。さらに,Cvは ,取 水期間中の無降雨率 nrの 線形関数であるとすると,純 用水

量関数 転 は,

島=∝ 。
′
十αl′nr

と表わせる。

また,管 理用水量関数 島 も,

f。=α O〃十αl″p十∝2〃la十∝3

となる。 (2-15)式 および (2

係数を再定義すると,

( ∝1 ′> 0 ) (2-15)

qtter=∝ 0+αl・nr十∝2・p ttα3・Ia ttα4'WS(α .,α4>0,α 2,α3<0)(2-17)

なる重回帰モデル式を得る。

(2-17)式 の意味するところを再度整理 してみると,次 のようなことである。

農業生産に必要な水は,取 水量 qと 有効雨量 Crによって供給されるが,そ の必要

供給量は,需 要量形成に深い関係をもつ要因,無 降雨率 nr,水利施設機能 p,水 管理

労動量 la,水源水量の多寡 ysに よつて決定されるだろうというこ とで あ る。さら

に, もっと具体的には,晴 れた日が多ければ,水 管理が杜撲になれば)余 裕をもって

水が使えれば,需 要量は増え,水 利施設が近代化され送水ロスが減れば,需 要量は減

るであろうという仮定である。以下,こ の仮定に対し,検 討を加える。

【6)取 水量重回帰モデルの検討

第エー10図は,利 根大堰という同一地点から取水している, 4っ の用水地区につい

ての単位供給量 USP(=q tt Cr)に関する時系列変化をみたものである。K用 水地区

は,昭 和43年から現在も引き続き合理化事業を実施 している地区であり,M,F,H用

水地区では,ま だ合理化事業は行なわれていない12)。

p, la

〃
W s

- 1 6 )

,Wsの 線形関数によって表現できるとすると,

(αl〃<0,∝ 2〃<0,αも
〃
>0)(2-16)

式を (2-7)式 に代入して,定 数項を整理 し,
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第正- 1 0 図
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そこで,農 地転用等で受益面積に著しい変化のあるK用 水地区とM用 水地区につい

て,(2-17)式 を使って重回帰モデルのあてはめを行ない, 式 自体の妥当性と説 明

変数の有為性についての検定を行なってみることにする13)。ただし,水 利施設機能 p

については,デ ータ入手不能のため,検 定から除外する。なお,K用 水地区とM用 水

地区とは,取 水の動向,同 一地点取水,隣 合わせに位置するという観点から,K用 水

地区合理化実施以前においては,両 地区は同等な地区であったと判断できる。

KUSP==0,06290-0.00982nrK~31.42 1la′ -0.01555Rws

c.83の  は .91鋤 (1・72勢

M用 水地区

0

(2-18)
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R 2 = 0 . 7 3 4 , S = 0 . 0 0 1 9 0 , D . W . = 2 . 1 5 6 , S M P L 主9

脱正US P = 0 . 0 1 3 5 2 + 0 . 0 1 3 2 0 n r M - 1 2 . 8 8 0 1 a′+0。00 5 6 2 0 R w s

(2.594)    (3.848)    (3.178)

良
2=0。936,S=0.ooo62,DeW,=2.360,SMPL=10

(2-19)

USP=q ttcr,la′=La′IIn,14)Rws―wslWsmaX

USP:単 位供給量,q:単 位取水量,Cri有効雨量,〕a′:単位労働時間,Lat単位

面積当り米生産労働時間,Ini取 水 日数,Rwsi相 対水源水量,Ws:単 位水源

水量,Wsmax:異常年を除く最大単位水源水量,貯 :自由度修正済決定係数,

St重 回 帰 式 の標 準 偏 差 ,D.W.:DURBIN一 WTSON値 ,SMPL:サ ン プ ル

数,た だし,添 字 K,Mは ,各 々 K,M用 水地区の値

K用 水地区についての nrK,Rwsの 両推定係数は,有 為水準 50/。においても有為で

ないため15),M用
水地区についての係数 との比較はできないが,la′の係数について,

両用水地区の係数を比較することにより,次 のことがいえる。すなわち,合 理化事業

実施地区の方が,単 位当たりの労働投下量を増すことによって,非 実施地区よりも,

より取水量を節減することができるとい うことである。このことは,以 下 の 式 に よ

り,la′の弾力性を比較 してみれば,よ り明 らかである。

log(KUSP)=-8,8073-0.2700 1og(nrK)~0・ 6569 1og(la′)-0・4900 1og(Rws)

(1.134)         (5.230)       (1.880)
(2-20)

R 2 = 0 . 7 5 6 , S = 0 。0 6 8 5 , D , W V . = 2 . 4 0 0 , S M P L = 9

10g(MUSP)=-6.6182+0。 3463 1og(nrM)-0・3818 1og(la′)+0.2479 1og(Rws)
(1.904)         (3.695)       (3.017)

(2-21)

R2=0.921,S=0.0365,D品
ア.=1720,SMPL=10

また, 自然条件により決定される nrや Rwsの 係数が,事 業実施地区において有為

でないことは,事 業実施により自然条件を考慮 した水管理が行なわれなくなったこと

を意味する。すなわち,こ れは,水 利施設が近代化 され,便 利になったために,水 管

理に手抜きが生 じている結某であると判断される。

さらに,渇 水年ダミー,豊 水年ダミーを導入 して,説 明変数 la′,Rwsょ り USPを

推定 した結果は,下 記のとお りである。

KUSP=0.02367-17.3781a′ +0.01475Rws+0.00510Dl-0,00469D2(2-22)

( 5 . 3 3 3 ) ( 2 . 8 7 5 ) (4.421)     (7.302)

R 2 = 0 . 9 7 7 , S = 0 . 0 0 0 5 5 , D . W , = 1 . 8 0 4 , S M P L = 9

MUSP=0.02176-17.5691a′ +0.00797Rws+0.00062D.-0,00119D2(2~23)

( 3 . 0 9 1 )  ( 1 , 3 5 9 )   ( 0 . 3 7 9 )   ( 1 . 0 1 1 )

R2=0.865,S=0.00090,D.W.=2.660,sMPL=10

D.:渇水年ダミー (S.48,S.53),D2:豊水年ダミー (S.49)
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K用 水については,両 ダミーが有為に効いてお り,M用 水については,両 ダミー と

も有為には効いていない。通常)渇 水年においては,節 水の努力をして,取 水量を押

さえる方向に水管理が行なわれ,逆 に,豊 水年においては,水 管理をそれほど綿密に

行なう必要はなく)取 水量が増える方向になると思われるが1°。K用 水地区の場 合に

は,明 らかにその逆である。この理由は,二 通 り考えられる。一つは,水 管理が手抜

きされているため,渇 水年には,有 効雨量の相対的減以上の取水がなされ,ま た,豊

水年には,有 効雨量に対する過度の期待から相対的に取水量が減少することによるも

のである。他の一つは,農 業用水が地区必要水量限度まで転用済であるがために,渇

水年には,他 の用水地区のように,そ れ以上地区内であ節水が不可能なために,必 然

的に取水量が増え,豊 水年には,事 業化によつて,水 利権が慣行水利権から許可水利

権に切 り換えられているので,他 の地区のように,取 水実績を重視するような行動を

取る必要がなく,必 要以上の水を取水しないことによるものであると考えられる17)。

一方,K,M両 地区とも経年的な傾向として,単 位供給量 U SPは 増加している。

この理由は,K,M両 地区とF,H両 地区との,農 地面積の動向の比較から明らかであ

る。すなわち,K,M両 地区では,農 地のスプロール的潰廃が進み,経 年的な経営規模

の縮小過程において,配 水のための位置エネルギー確保といった,絶 対的に必要な管

理用水量が増加していることによるものと判断できる。

2.余 剰水形成への動機付け

前章の(6)(20頁参照)に おいて指摘したように,余 剰水を生むための既得水利権者

に対する事業参加への動機付けが,余 乗J水形成への第一歩となる。動機付けの具体的

内容としては,水 利権,市 場性の運用,費 用負担,農 業用水の維持管理等の問題が上

げられる。以下,次 章以降のモデル化に対する準備論として,各 々についての検討を

加えることとする。

(1)農 業水利権に対する考え方

過去の水利調整の例のうち,成 功したといえるものは必ずといっていいほど,既 得

水利権者の既得権を充分尊重して水利調整を行なったものである, といわれる。すな

わち,合 理化の際も,農 業用水の既得権を尊重しなければ)決 して転用は円滑には進

行しない, ということを示唆している。

では,農 業水利権とは何か, ということになるが,農 業水利権とは,農 業生産のた

めに河川,湖 沼,た め池,そ の他の水を利用する権利であり,そ の 中 に は,潅 概用

水,畑 地潅概,水 車,農 作物を洗 うための雑用水等が含まれる。また,農 業水利権の

中には,慣 行水利権と許可水利権とがある。慣行水利権は,水 利用の事実が反復継続

され,そ れが合理的であり正当なものであるとして,社 会的承認を受けている水利慣
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行をモメントとして成立する農業水利に関する権利であり,許 可水利権は,1日河川法

18条,現 行河川法23条の規定に基づいて,許 可を受けることによつて,農 業用水とし

て利用する権利が成立したものである。さらに,両 者の性格的な相違は,前 者は,個

別の取水量を規制するよりも上流 と下流の水需要の関係を規定しているものであり,

後者は取水口で何 m3/sccとかという
“
あとは知らないよ

"的
性格であり, 上下流の

連携を完全に分断しているものである)と いうところに見い出される。許可水利権的

性格は,い かに動機付けが必要だといっても,合 理化事業地区に反映されてはならな

いものである。
一方,法 的解釈として,慣 行水利権は,慣 習法上の物権であるとされる。しかし,

水に対する所有権といった抽象的支配権ではなくて,水 を利用するという具体的用益

権である。つまり,無 制限に支配する権利ではなく,利 用者の必要に応じて
“
その必

要な分量だけ
"利

用することができる権利である。ここで
“
必要水量

"の
定義が問題

となろうが,農 業水利権にも
“
弾力性

"が
存在すると考えられる。農業用水には,安

定して取水するための余裕が必要であり,水 路の改修 ・節水努力等で余乗1水を生み出

すことができることがあるので,農 業水利権にも伸び幅があると考 え られ る。つま

り,今 ,本 論文で検討している合理化事業は,こ の農業水利権の “
弾力性

"を
小さく

することによって,水 を生み出し譲渡しようとしている事業であるといえる18)。この

譲渡するという考え方が,既 得水利権者の合理化への動機付けにどうしても必要であ

る。

さらに,農 業水利権の主体がどこにあるか,を 明確にしなければならない。前述し

たように,農 業水利権は,水 を利用するという具体的用益権であるから,そ の主体は

当然利用者であるべきである。現行において,農 業水利事業の主体
19)が

農業水利権の

主体であるというのは,論 理上疑間である。

いずれにしても,既 得水利権の一部譲渡が前提であり,権 利主体である利水者もメ

リットを受けなければ,余 剰水形成などおぼつかないものである。

他方,慣 行水利権の統計上のイメージ2のから
“
日本の農業水利は,旧 河川法以前 と

いう前近代的なものが永く寿命を保って今日まで存続し,そ れがなお支配的である。

したがって,今 後も合理化がむずかしい体質である
ル

とぃぅ位置付けをなされている

面があるが,こ れは静態的把握である。戦後の土地改良事業は,公 共投資の裏付けを

もって大規模に展開され,農 業水利を明確に変えていったのであり,合 理化がむずか

しい体質では決してない。土地改良事業は,単 なる農業水利の技術的整備ではなく,

水利用合理化に対応する農業水利の構造的再編を行なう社会的手段になってお り,そ

ういう意味で,土 地改良事業は合理化のための基本となるものである。

(2)市 場性の運用
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農業用水合理化要求は, 志村氏のい う “開発 コス ト上昇期
2Dャこさしかかった時,

明確に発生 し)十日水利からの譲水の期待が表面化する。また,1日水利においても,譲

水条件の如何によっては応 じてもよい, とい う立場をとるようになるのである。
一

般

に,開 発コス トの上昇をうながす経済的要因 としては,

働 物 価の上昇

(b)用 地費および補償費の上昇

に)環 境問題に対する配慮の必要性の発生

ld)後 発の水資源開発における限界的投入量の上昇

(a qualityの変化

などが考えられ,農 業用水の合理化に目が向けられたのである。一方,農 業用水側の

内部においても,施 設,用 水の末端における維持管理機能の喪失に端を発し,そ れに

伴い土地改良区による直轄管理範囲が拡大し,そ の財政負担増をカバーし,水 利施設

の更新投資に伴 う特別賦課金の軽減を計ろうとして,非 農業側に費用を負担させよう

とする動きが広がりはじめたのである。

ここで,水 資源の商品化および市場での流動性の増加は必至となろうが, この動き

に対して,従 来の “
公水管理

"と
いう枠組の中では対処しがたいものとなってしまう

のである。しかし,水 資源の有効利用,最 適配分を進めるためには,市 場性の運用は

避けて通れないものである。この市場性をいかに運用するかが問題であり,逆 に市場

性に頼 りすぎて,土 地問題のような轍を踏むことは避けるべきである。以上について

の経済学的分析は,志 村氏の,論 文 「現代における土地改良区の行動につ い て の試

論」22)において検討されている。

ところで補足となるが,水 には自由な水市場形成への制約条件が存在することを考

慮 しておかねばならない。それは,水 なる資源の地域配置の特殊性に起因するもので

ある。つまり,慣 行水利権によって,特 定地域の水を他の地域は受益できないのであ

り, さらに,現 在の施設は,特 定の限定された範囲の地域のみに供給するように造成

配置されてしまっているのである。自由な水市場形成をなすには,地 域問,産 業間の

再配分を可能とするような,さ らなる莫大な社会資本の投入が必要である。

(3)費 用負担

費用負担問題を論ずるには,ま ず,ダ ムによる水資源開発と農業用水の合理化によ

る水資源開発との,費 用面での相違を明らかにする必要がある。

ダム開発の場合には,そ の水生産の費用は,建 設費等のいわゆる生産経費 (expenSCS

of production)で表示することが可能であるが,合 理化の場合の費用は,生 産経費の

みによっては表現しきれないのである。合理化の場合において対象となる水は, まっ

たく自然資源ではない。すでに開発され,利 用されてきている水なのである。もちろ
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ん,開 発された当時においては,前 のダムと同様に,そ の開発費は物財費等から構成

された生産経費として表示することが可能であった, ということに異論はない。土地

改良区の賦課金は,こ れら建設費,す なわち生産費から導き出されてきた貨幣的表現

としての水の価格の一種であるが,こ れは短期的な価格である。この短期的な価格の

他に,年 賦金の償還が完了して後の期間も含めての長期の価格,す なわち長期供給価

格が存在しなければならないのであるが,こ の長期供給価格は,現 実には明示的には

表わされていないし,ま た,表 わすことは困難である。したがって,生 産経費も明示

的には存在しないのである。この理由については,農 業用水には減価償却が行なわれ

ていないことなどが上げられよう。いずれにしても,農 業用水の合理化の費用は,生

産経費のみでは表わせないのである。それゆえに,合 理化のごとき水生産の場合の費

用を,建 設費などの物財費として求めることは妥当性を欠き,妥 当性を欠く費用でも

って新しい水資源開発,す なわち水生産を行なおうとするならば,資 源のミス ・アロ

ケーションになるといえる。
一方〕合理化で生み出された水は,市 場価格で表示しうる可能性が与え られ て V｀

る。この市場価格は,水 資源開発としての性格的同一性,最 適技術の採用の仮定,代

替原理の作用,隈 定されたある地域内における市場の成立の4っ の前提条件を満足す

るならば2め
,限 界生産費に一致するから,合 理化による開発の水の計算価格は,ダ ム

による開発の限界生産費と同額と考えてよいであろう。

ところで,こ の隈界生産費とは,水 資源開発の場合いかに把握すべきかが問題とな

る。水 としての商品価値は,農 業用水 としても,上 水,工 水にしても, l m3の 水 を

生産する生産費を仮に計算することが可能であっても,そ れは l m3の水を連続 的 に

長期に渡って,利 水者に供給し得るということが確認されてはじめてもう もの で あ

る。そして,供 給者が l m3の水を連続的に,す なわちフローとして確 保できるため

には声それを連続して供給し得る一連の施設を,連 続されたものとして考える必要が

ある。すなわち,そ れらの施設は不分割性をもつ。したがって,水 の場合の限界生産

費は,プ ロジェクト単位で表現しなければならず,結 局これは身替建設費
2りに一致す

る。

この身替建設費によるところの生産費と,現 実に施設の建設および管理に要したと

ころの費用との間には差額が発生する。この差額を超過便益と呼ぶならば,さ らに問

題は,こ の超過便益の帰属をいかに決定するかということである。すなわち,そ の帰

属の主体とその帰属する量のいかんによって,そ の主体にとつての生産費が左右され

るのであり,こ の配分が費用負担問題につながるのである。

余剰水形成円滑化への動機付けの問題は,農 業用水のもつ種々の広汎な機能を考慮

した上での,こ の超過便益の帰属において,い かに農業用水のこの事業への貢献度を

的確に,公 正に評価してアロケーションを行なうか,に かかつているのである。
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に)農 業用水の維持管理

前章の(6)の働 (19頁参照)に おいて述べたように,我 が国における伝統的水管理シ

ステムは,分 散錯圃制に起因して,個 人が個別所有水源および用水路を持つことを不

可能 とし,集 団で一つの水利施設を用益 し利用するとい う,個 と集団の調整によつて

成 り立ってきた。これが水禾け贋行であり, この前提条件は,農 業経営 ・農家経済の等

質性 ・均質性であった。 ところが,村 落集団内における農業経営の専門化,兼 業の深

化,混 住社会化を背景 として,そ の等質性 ・均質性が解体 し,共 同管理 とい う原理が

崩れ,末 端維持管理システムの空洞化が現われたのである。空洞化 したシステムの中

で顕著に現われる現象は,集 約的な水管理を放棄 した,1水を浪費する掛流濯概の出現

であ り,必 要水量を取水 しているのにかかわらず末端区域での用水不足の 発 生 で あ

り,あ るいは,こ の水不足に対する苦情が直接土地改良区に持 ち込 まれることであ

る25 )。

こうした現象は,た とえ伝統的な配水システムを廃 し,近 代的な配水システム,た

とえばパイプライン化,を 構成 しても,い や,す ればするほど多発するものと思われ

る。「ちょっとひねれば,い つでも水が出る」あるいは,「維持管理費を払 っているの

だか ら・……」的発想が,近 代化システムによる
“
農民 と水の分離

"の
促進により,起

こって くると思われるからである。実際,新 利根地域 (茨城県)に おけるパイプライ

ン化による用水不足地区の発生が実例 として上げられているし,前 節に)で検討 したと

お りである。こうしたことが起こるのであるならば,合 理化事業を行なっても,事 業

の意図する目的は,到 底達成不可能であ り,こ れに対する施策を講 じることが絶対必

要である。

これに対処する方策 としては,料 金制の導入が考えられるが,現 在の状況からみて

す ぐに実行することは不可能である。現実的対策は,個 別水管理をやめ,営 農集団な

り土地改良区に地域の営農用水の面的管理を委託することである。そのメリットは,

粗放化 した無秩序な水管理の発生を防止 して,節 水を可能にすることにとどまらず,

需要集中の拡散,あ るいは,線 的管理 と面的管理の斉合性の確保,ひ いては,現 実 と

あった水計画の樹立が可能 とな り,農 業用水の合理化が可能 となるのである。ここで

も,そ の費用負担の問題が発生するが,t合理化を確かなものとするためには,補 助金

制度な り,都 市側の負担が考えられても良いはずである。

(注)

1)「 都市化 と農業用水」参考文献 4,pp.285～ 305。

2)植 付期の取水実態およびその期間の長さを考慮すれば,こ の仮定は妥当 で あ

ると思われる。

3)状 況により変化する場合 もあるが,こ こでは変化 しないものとする。
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4)CB法 の特徴は,ブ ロックの種類によって必要水量に寄与する原単位が異なる

こと,反 復利用に変化が起 これば改めてブロックの判定を行ない新たな必 要 水

量が算定できること,ブ ロックの単位を大きくとれば必要量は安全側 とな る こ

となどで,従 来から用水量の決定方法 として使われている減水 深 法,あ るいは

水収支法に比 し,反 復再利用の状況をうまく考えられる方法である。ただし,タ

イムラグを見込む必要がある地域での適応は問題 となる。ちなみに,減水深法 と

は,地 域全域を CBと みなした場合であり, したがつて,この方法で求められた

用水量は過大 となる。水収支法 とは,地 域全域を RBと みなした場合であり,

したがって,こ の方法で求められた同水量は過少 となる。なお詳 しくは,参考文

献 2,pp.598れ 608,参 考文献32,pp.155～ 165等を参照のこと。

5)本 地域をケース ・スタデイ地域に選んだ理由は,合理化事業が行なわれる必要

性が高いこと,データ収集の都合上便利であること,で ある。

6)も ちろんある程度の幅をもっているものである。 待矢場両堰用水 19～34%,

東西用水18～26%。

7)40 mm/day区 分面積795.2 ha,30 mm/day区 分面積863,9 ha,25 mm/day区

分面積436.6 ha。

8)施 設管理の程度によりこの程度は ncxiblcに動き得ると思われる。

9)都 市計画の線引きによる農地から市行化区域への移行を意味する。

10)計 算根拠は,第 4章 の費用振分け試算計算書,現 行事業における方法 参 照。

11)詳 細については,参 考文献51,52,53,54を 参照のこと。なお,後においてこ

のモデルを適用する K地 区については,線 工事が先行 してお り,そ の後面工事

が徐々に行なわれているが,そ の年月はまだ浅い。

12)M用 水地区は,近 々,合 理化事業実施予定である。

13)デ ータおよびデータ加工については,添 付資料 4を 参照のこと。

14)la′ は,単 位水管理労働時間 laとパラレルに推移するものと仮定 した。

15)t5(0・ 05)=2.015  ゴ

16)K用 水地区以外の用水地区においては, そのようになっている (第エー10図参

照)。

17)他 の用水地区の水利権は慣行水利権で,利根大堰からの取水は暫定期間中であ

る。

18)も ちろん,慣 行水利権が物権である性質上,自由に譲渡できると考えられる。

河川法の34条の考え方は,農業水利権が物権である以上不合理である と思 わ れ

る。

19)国 )水 資源開発公団,県 。

20)慣 行水利権の大部分は旧河川法以前からのもの十~明 治 29年以前のもの 79.5
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%,大 半が小さい規模のもの一一 受益面積50 ha未満68.8%。

21)新 規利水 と十日利水の価格ギャップが顕在化 した時期の意。 参 考 文 献 3,pp.

66津70参照のこと。

22)参 考文献42の1978,pp.29～ 51参 照のこと。

23)今 日の日本における水利用の現状は,この前提条件を満足 していると考えられ

る。

24)後 述する単独事業費 と同様の概念である(第IV章参照)。

25)も ともとは,末 端の村落水利団体内部で処理 してきたのである。

*参 考文献,資 料は最終回に掲載する予定である。ゴ

(経済学修士,農 林水産省,地 域計画課)


